
「D1-Law.com　税務・会計法規」
更新状況リスト

平成28年4月27日

№ 日付 発令 改正法 被改正法（改正法によって改正された法令）
新旧

対照表
概要

官報
原文

DB更新

1 平成２８年３月３１日 法律第13号 地方税法等の一部を改正する法律 地方税法 〇 〇

地方法人特別税等に関する暫定措置法 〇 〇

税理士法 〇 〇

消費税法 〇 〇

行政手続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律

〇 〇

2 平成２８年３月３１日 法律第15号 所得税法 〇 〇

法人税法 〇 〇

地方法人税法 〇 〇

相続税法 〇 〇

消費税法 〇 〇

国税通則法 〇 〇

国税徴収法 〇 〇

外国人等の国際運輸業に係る所得に対する相互主
義による所得税等の非課税に関する法律

〇 〇

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地
方税法の特例等に関する法律

〇 〇

租税特別措置法 〇 〇

納税貯蓄組合法 〇 〇

内国税の適正な課税の確保を図るための国外送金
等に係る調書の提出等に関する法律

〇 〇

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律

〇 〇

東日本大震災からの復興のための施策を実施するた
めに必要な財源の確保に関する特別措置法

〇 〇

輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する法律 〇 〇

地価税法 〇 〇

行政手続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律

〇 〇

3 平成２８年３月３１日 法律第１６号 関税定率法等の一部を改正する法律 関税定率法 〇 〇

関税法 〇 〇

関税暫定措置法 〇 〇

通関業法 〇 〇

酒税法 〇 〇

輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する法律 〇 〇

租税特別措置法 〇 〇

揮発油税法 〇 〇

石油ガス税法 〇 〇

石油石炭税法 〇 〇

たばこ税法 〇 〇

消費税法 〇 〇

4 平成２８年３月３１日 法律17号 雇用保険法等の一部を改正する法律 登録免許税法 〇 〇 〇 〇

5 平成２８年３月３１日 法律1８号
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構法の一部を改正する法律

地方税法 〇 〇 〇

6 平成２８年３月３１日 法律２３号

東日本大震災からの復興のための施策を実施
するために必要な財源の確保に関する特別措
置法及び財政運営に必要な財源の確保を図る
ための公債の発行の特例に関する法律の一部
を改正する法律

東日本大震災からの復興のための施策を実施するた
めに必要な財源の確保に関する特別措置法

〇 〇 〇

〇 〇

〇 〇

〇 〇

所得税法等の一部を改正する法律
【平成２８年度税制改正の法律（国税関係）】

1 / 6 ページ



「D1-Law.com　税務・会計法規」
更新状況リスト

平成28年4月27日

№ 日付 発令 改正法 被改正法（改正法によって改正された法令）
新旧

対照表
概要

官報
原文

DB更新

7 平成２８年３月３１日 政令１０２号 水道法施行令の一部を改正する政令 登録免許税法施行令 〇 〇 〇 〇

8 平成２８年３月３１日 政令１３３号 地方税法施行令等の一部を改正する等の政令 地方税法施行令 〇 〇

地方法人特別税等に関する暫定措置法施行令 〇 〇

税理士法施行令 〇 〇

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地
方税法の特例等に関する法律施行令

〇 〇

9 平成２８年３月３１日 政令１４１号
雇用保険法等の一部を改正する法律の一部の
施行に伴う関係政令の整理に関する政令

地方税法施行令 〇 〇 〇 〇

10 平成２８年３月３１日 政令１４５号 所得税法施行令等の一部を改正する政令 所得税法施行令 〇 〇 〇 〇

11 平成２８年３月３１日 政令１４６号 法人税法施行令等の一部を改正する政令 法人税法施行令 〇 〇 〇 〇

12 平成２８年３月３１日 政令１４７号 地方法人税法施行令の一部を改正する政令 地方法人税法施行令 〇 〇 〇 〇

13 平成２８年３月３１日 政令１４８号 消費税法施行令等の一部を改正する政令 消費税法施行令 〇 〇 〇 〇

14 平成２８年３月３１日 政令１４９号 酒税法施行令の一部を改正する政令 酒税法施行令 〇 〇 〇 〇

15 平成２８年３月３１日 政令１５０号 たばこ税法施行令の一部を改正する政令 たばこ税法施行令 〇 〇 〇 〇

16 平成２８年３月３１日 政令１５１号 揮発油税法施行令の一部を改正する政令 揮発油税法施行令 〇 〇 〇 〇

17 平成２８年３月３１日 政令１５２号 石油ガス税法施行令の一部を改正する政令 石油ガス税法施行令 〇 〇 〇 〇

18 平成２８年３月３１日 政令１５３号 石油石炭税法施行令の一部を改正する政令 石油石炭税法施行令 〇 〇 〇 〇

19 平成２８年３月３１日 政令１５４号 航空機燃料税法施行令の一部を改正する政令 航空機燃料税法施行令 〇 〇 〇 〇

20 平成２８年３月３１日 政令１５５号 印紙税法施行令の一部を改正する政令 印紙税法施行令 〇 〇 〇 〇

21 平成２８年３月３１日 政令１５６号 国税通則法施行令の一部を改正する政令 国税通則法施行令 〇 〇

行政手続における特定の個人を識別するための番
号の利用等に関する法律施行令

〇 〇

22 平成２８年３月３１日 政令１５７号 国税徴収法施行令の一部を改正する政令 国税徴収法施行令 〇 〇 〇 〇

23 平成２８年３月３１日 政令１５８号
租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法
及び地方税法の特例等に関する法律施行令の
一部を改正する政令

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び
地方税法の特例等に関する法律施行令

〇 〇 〇 〇

24 平成２８年３月３１日 政令１５９号
租税特別措置法施行令等の一部を改正する政
令

租税特別措置法施行令 〇 〇 〇 〇

25 平成２８年３月３１日 政令１６０号
災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等
に関する法律の施行に関する政令の一部を改
正する政令

災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関
する法律の施行に関する政令

〇 〇 〇 〇

26 平成２８年３月３１日 政令１６１号
輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する
法律施行令の一部を改正する政令

輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する法律
施行令

〇 〇 〇 〇

27 平成２８年３月３１日 政令１６２号
内国税の適正な課税の確保を図るための国外
送金等に係る調書の提出等に関する法律施行
令の一部を改正する政令

内国税の適正な課税の確保を図るための国外送金
等に係る調書の提出等に関する法律施行令

〇 〇 〇 〇

28 平成２８年３月３１日 政令１６３号
租税特別措置の適用状況の透明化等に関する
法律施行令の一部を改正する政令

租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律
施行令

〇 〇 〇 〇

29 平成２８年３月３１日 政令１６４号
東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律
の臨時特例に関する法律施行令の一部を改正
する政令

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行令

〇 〇 〇 〇

30 平成２８年３月３１日 政令１６５号
復興特別所得税に関する政令の一部を改正す
る政令

復興特別所得税に関する政令 〇 〇 〇 〇

31 平成２８年３月３１日 政令１６６号
沖縄の復帰に伴う国税関係法令の適用の特別
措置等に関する政令の一部を改正する政令

沖縄の復帰に伴う国税関係法令の適用の特別措置
等に関する政令

〇 〇 〇 〇

32 平成２８年３月３１日 政令１６７号
たばこ税法の一部改正に伴う経過措置に関す
る政令の一部を改正する政令

たばこ税法の一部改正に伴う経過措置に関する政
令

〇 〇 〇 〇

〇

〇 〇

〇
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33 平成２８年３月３１日 政令１６８号
関税定率法等の一部を改正する法律の施行に
伴う関係政令の整備等に関する政令

関税法施行令 〇 〇

関税定率法施行令 〇 〇

関税暫定措置法施行令 〇 〇

通関業法施行令 〇 〇

関税定率法第五条の規定による便益関税の適用に
関する政令

〇 〇

関税割当制度に関する政令 〇 〇

34 平成２８年３月３１日 政令１６９号 土地改良法施行令等の一部を改正する政令 東日本大震災復興特別区域法施行令 〇 〇 〇 〇

35 平成２８年３月３１日 政令１８０号
持続可能な医療保険制度を構築するための国
民健康保険法等の一部を改正する法律の一部
の施行に伴う関係政令の整備に関する政令

印紙税法施行令 〇 〇 〇 〇

36 平成２８年３月３１日 政令１８１号
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総
合開発機構法の一部を改正する法律の施行に
伴う関係政令の整理に関する政令

地方税法施行令 〇 〇

所得税法施行令 〇 〇

法人税法施行令 〇 〇

37 平成２８年３月３１日 内閣府・総務省令１号

行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律別表第一の主務
省令で定める事務を定める命令の一部を改正
する命令

行政手続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律別表第一の主務省令で定め
る事務を定める命令

〇 〇 〇 〇

38 平成２８年３月３１日 内閣府・総務省令２号
行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律施行規則の一部
を改正する命令

行政手続における特定の個人を識別するための番号
の利用等に関する法律施行規則

〇 〇 〇 〇

39 平成２８年３月３１日 総務省令３８号 地方税法施行規則等の一部を改正する省令 地方税法施行規則 〇 〇 〇 〇

40 平成２８年３月３１日 総務省令３９号 地方税法施行規則の一部を改正する等の省令 地方税法施行規則 〇 〇

地方法人特別税等に関する暫定措置法施行規則 〇 〇

41 平成２８年３月３１日 総務・財務省令３号
租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法
及び地方税法の特例等に関する法律の施行に
関する省令の一部を改正する省令

租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地
方税法の特例等に関する法律の施行に関する省令

〇 〇 〇 〇

42 平成２８年３月３１日 財務省令１５号 所得税法施行規則等の一部を改正する省令 所得税法施行規則 〇 〇 〇 〇

43 平成２８年３月３１日 財務省令１６号 法人税法施行規則等の一部を改正する省令 法人税法施行規則 〇 〇 〇 〇

44 平成２８年３月３１日 財務省令１７号 地方法人税法施行規則の一部を改正する省令 地方法人税法施行規則 〇 〇 〇 〇

45 平成２８年３月３１日 財務省令１８号 相続税法施行規則の一部を改正する省令 相続税法施行規則 〇 〇 〇 〇

46 平成２８年３月３１日 財務省令１９号 登録免許税法施行規則の一部を改正する省令 登録免許税法施行規則 〇 〇 〇 〇

47 平成２８年３月３１日 財務省令２０号 消費税法施行規則等の一部を改正する省令 消費税法施行規則 〇 〇 〇 〇

48 平成２８年３月３１日 財務省令２１号 国税通則法施行規則の一部を改正する省令 国税通則法施行規則 〇 〇

復興特別所得税に関する省令 〇 〇

法人番号の指定等に関する省令 〇 〇

49 平成２８年３月３１日 財務省令２２号
租税特別措置法施行規則等の一部を改正する
省令

租税特別措置法施行規則 〇 〇 〇 〇

〇

〇 〇

〇 〇

〇〇
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50 平成２８年３月３１日 財務省令２３号 資産再評価法施行規則の一部を改正する省令 資産再評価法施行規則 〇 〇 〇 〇

51 平成２８年３月３１日 財務省令２４号
内国税の適正な課税の確保を図るための国外
送金等に係る調書の提出等に関する法律施行
規則の一部を改正する省令

内国税の適正な課税の確保を図るための国外送金
等に係る調書の提出等に関する法律施行規則

〇 〇 〇 〇

52 平成２８年３月３１日 財務省令２５号
東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律
の臨時特例に関する法律施行規則の一部を改
正する省令

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行規則

〇 〇 〇 〇

53 平成２８年３月３１日 財務省令２６号
電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿
書類の保存方法等の特例に関する法律施行規
則の一部を改正する省令

電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の
保存方法等の特例に関する法律施行規則

〇 〇 〇 〇

54 平成２８年３月３１日 財務省令２７号
減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一
部を改正する省令

減価償却資産の耐用年数等に関する省令 〇 〇 〇 〇

55 平成２８年３月３１日 財務省令２８号 国税質問検査章規則の一部を改正する省令 国税質問検査章規則 〇 〇 〇 〇

56 平成２８年３月３１日 財務省令２９号
国税関係法令に係る行政手続等における情報
通信の技術の利用に関する省令の一部を改正
する省令

国税関係法令に係る行政手続等における情報通信の
技術の利用に関する省令

〇 〇 〇 〇

57 平成２８年３月３１日 財務省令３１号 関税法施行規則等の一部を改正する省令 関税法施行規則 〇 〇

通関業法施行規則 〇 〇

関税暫定措置法施行規則 〇 〇

58 平成２８年３月３１日
厚生労働省告示１２３
号

消費税法施行令第十四条の四の規定に基づき
厚生労働大臣が指定する身体障害者用物品及
びその修理の一部を改正する件

消費税法施行令第十四条の四の規定に基づき厚生
労働大臣が指定する身体障害者用物品及びその修
理

〇 〇 〇 〇

59 平成２８年３月３１日 内閣府告示１１８号

租税特別措置法施行令第四十条の四の四第
六項及び第七項並びに租税特別措置法施行規
則第二十三条の五の四第二項第四号及び第七
号の規定に基づき内閣総理大臣が財務大臣と
協議して定める費用、医療機関及び施設の一
部を改正する件

租税特別措置法施行令第四十条の四の四第六項及
び第七項並びに租税特別措置法施行規則第二十三
条の五の四第二項第四号及び第七号の規定に基づ
き内閣総理大臣が財務大臣と協議して定める費用、
医療機関及び施設

〇 〇 〇

60 平成２８年３月３１日 財務省告示９０号

所得税法第百八十九条第一項の規定に基づ
き、同項に規定する所得税法別表第二の甲欄
に掲げる税額が算定された方法に準ずるものと
して財務大臣が定める方法を定める件の一部
を改正する件

所得税法第百八十九条第一項に規定する所得税法
別表第二の甲欄に掲げる税額が算定された方法に準
ずるものとして財務大臣が定める方法

〇 〇 〇

61 平成２８年３月３１日 財務省告示９１号
所得税法別表第一独立行政法人の項の規定に
基づき、所得税を課さない法人を指定する件の
一部を改正する件

所得税法別表第一第一号の表独立行政法人の項の
規定に基づき所得税を課さない法人

〇 〇 〇

62 平成２８年３月３１日 財務省告示９２号
法人税法別表第一独立行政法人の項の規定に
基づき、法人税を課さない法人を指定する件の
一部を改正する件

法人税法別表第一の表独立行政法人の項の規定に
基づき、法人税を課さない法人

〇 〇 〇

63 平成２８年３月３１日 財務省告示９３号

寄附金控除の対象となる寄附金又は法人の各
事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算
入する寄附金を指定する件の一部を改正する
件

寄附金控除の対象となる寄附金又は法人の各事業
年度の所得の金額の計算上損金の額に算入する寄
附金を指定

〇 〇 〇

64 平成２８年３月３１日 財務省告示９５号
所得税及び収益事業から生じた所得以外の所
得に対する法人税を課さない法人を指定する件
の一部を改正する件

所得税及び収益事業から生じた所得以外の所得に対
する法人税を課さない法人を指定

〇 〇 〇

65 平成２８年３月３１日 財務省告示９６号

登録免許税法別表第二独立行政法人の項の
規定に基づき、自己のために受ける登記等につ
き登録免許税を課さない独立行政法人を指定
する件の一部を改正する件

登録免許税法別表第二独立行政法人の項の規定に
基づき自己のために受ける登記等につき登録免許税
を課さない独立行政法人を指定

〇 〇 〇

〇 〇
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66 平成２８年３月３１日 財務省告示９７号

登録免許税法別表第三の十九の二の項の規
定に基づき、自己のために受ける登記等につき
登録免許税を課さない独立行政法人等を指定
する件の一部を改正する件

登録免許税法別表第三の十九の二の項等の規定に
基づき財務大臣が指定する者

〇 〇 〇

67 平成２８年３月３１日 財務省告示９８号

消費税法施行令第十四条の二第一項、第二項
及び第三項の規定に基づき、財務大臣が指定
する資産の譲渡等を定める件の一部を改正す
る件

消費税法施行令第十四条の二第一項、第二項及び
第三項の規定に基づく財務大臣が指定する資産の譲
渡等

〇 〇 〇

68 平成２８年３月３１日 財務省告示９９号

消費税法別表第一第六号の規定に基づき、消
費税法別表第一第六項に規定する財務大臣の
定める資産の譲渡等及び金額を定める件の一
部を改正する件

消費税法別表第一第六号に規定する財務大臣の定
める資産の譲渡等及び金額

〇 〇 〇

69 平成２８年３月３１日 財務省告示１０１号

印紙税法施行令第二十二条第十二号の規定に
基づき、コール資金の貸付又はその貸借の媒
介を業として行う者を指定する件の一部を改正
する件

印紙税法施行令によりコール資金の貸付け又はその
貸借の媒介を業として行なう者を指定

〇 〇 〇

70 平成２８年３月３１日 財務省告示１０２号
印紙税法別表第二独立行政法人の項の規定に
基づき、印紙税を課さない法人を指定する件の
一部を改正する件

印紙税法別表第二独立行政法人の項の規定に基づ
き印紙税を課さない法人を指定

〇 〇 〇

71 平成２８年３月３１日 財務省告示１０３号

租税特別措置法第十条の二第一項各号及び第
四十二条の五第一項各号の規定の適用を受け
る減価償却資産を指定する件の一部を改正す
る件

租税特別措置法第十条の二第一項各号等の規定の
適用を受ける減価償却資産

〇 〇 〇

72 平成２８年３月３１日 財務省告示１０４号

租税特別措置法第十一条第一項及び第四十三
条第一項の規定の適用を受ける機械その他の
減価償却資産及び期間を指定する件の一部を
改正する件

租税特別措置法第十一条第一項の表等の規定の適
用を受ける機械その他の減価償却資産及び期間を指
定

〇 〇 〇

73 平成２８年３月３１日 財務省告示１０５号

東日本大震災からの復興のための施策を実施
するために必要な財源の確保に関する特別措
置法第二十九条第一項第一号の規定に基づ
き、同号に規定する所得税法別表第二から別
表第四までに定める金額及び復興特別所得税
の額の計算を勘案して財務大臣が定める表を
定める件の一部を改正する件

東日本大震災からの復興のための施策を実施するた
めに必要な財源の確保に関する特別措置法第二十
九条第一項第一号に規定する所得税法別表第二か
ら別表第四までに定める金額及び復興特別所得税の
額の計算を勘案して財務大臣が定める表

〇 〇 〇

74 平成２８年３月３１日 財務省告示１０６号

東日本大震災からの復興のための施策を実施
するために必要な財源の確保に関する特別措
置法第二十九条第一項第二号の規定に基づ
き、同号に規定する所得税法第百八十九条第
一項に規定する財務大臣が定める方法及び復
興特別所得税の額の計算を勘案して財務大臣
が定める方法を定める件の一部を改正する件

東日本大震災からの復興のための施策を実施するた
めに必要な財源の確保に関する特別措置法第二十
九条第一項第二号の規定に基づく同号に規定する所
得税法第百八十九条第一項に規定する財務大臣が
定める方法及び復興特別所得税の額の計算を勘案し
て財務大臣が定める方法

〇 〇 〇

75 平成２８年３月３１日
農林水産省告示８９８
号

租税特別措置法施行令第四十二条の四第一
項の農林水産大臣が定める基準を定める件の
一部を改正する件

租税特別措置法施行令第四十二条の四第一項の農
林水産大臣が定める基準

〇 〇 〇

76 平成２８年３月３１日
経済産業省告示１１４
号

租税特別措置法第四十一条の十九の三第四
項第一号に掲げる工事が行われた家屋と一体
となって効用を果たす太陽光の利用に資する設
備として経済産業大臣が財務大臣と協議して指
定する設備に係る告示の一部を改正する件

租税特別措置法第四十一条の十九の三第七項第一
号に掲げる工事が行われた家屋と一体となって効用
を果たす太陽光を電気に変換する設備

〇 〇 〇

77 平成２８年３月３１日
経済産業省・国土交通
省告示２号

租税特別措置法施行令第二十六条の二十八
の五第十三項の規定に基づき、国土交通大臣
及び経済産業大臣が財務大臣と協議して指定
する設備を定める件の一部を改正する件

租税特別措置法施行令第二十六条の二十八の五第
十項の規定に基づき国土交通大臣及び経済産業大
臣が財務大臣と協議して指定する設備

〇 〇 〇

78 平成２８年３月３１日
経済産業省・国土交通
省告示３号

平成二十一年経済産業省・国土交通省告示第
四号の一部を改正する件

租税特別措置法施行令第二十六条の二十八の五第
四項の規定に基づき国土交通大臣又は経済産業大
臣が財務大臣とそれぞれ協議して定める金額

〇 〇 〇

79 平成２８年３月３１日
経済産業省・国土交通
省告示４号

消費税法施行令第十八条第二項第二号ロの規
定に基づき、国土交通大臣及び経済産業大臣
が指定する方法の一部を改正する件

消費税法施行令第十八条第二項第二号ロの規定に
基づき、国土交通大臣及び経済産業大臣が指定する
方法

〇 〇 〇

80 平成２８年３月３１日
国土交通省告示５８４
号

昭和六十三年建設省告示第千二百七十四号
の一部を改正する件

租税特別措置法施行規則第十八条の二十一第十五
項等の規定に基づく国土交通大臣が財務大臣と協議
して定める書類

〇 〇 〇

81 平成２８年３月３１日
国土交通省告示５８７
号

平成五年建設省告示第千九百三十一号の一
部を改正する件

租税特別措置法施行令第二十六条第二十五項第三
号の規定に基づく国土交通大臣が財務大臣と協議し
て定めるもの

〇 〇 〇

82 平成２８年３月３１日
国土交通省告示５８８
号

平成十八年国土交通省告示第四百六十四号
の一部を改正する件

租税特別措置法施行規則第十九条の十一の二第四
項の規定に基づき国土交通大臣が財務大臣と協議し
て定める書類

〇 〇 〇

83 平成２８年３月３１日
国土交通省告示５８９
号

平成二十年国土交通省告示第五百十三号の
一部を改正する告示

租税特別措置法施行令第二十六条第二十五項第六
号の規定に基づくエネルギーの使用の合理化に資す
る修繕又は模様替等

〇 〇 〇
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84 平成２８年３月３１日
国土交通省告示５９１
号

平成二十一年国土交通省告示第三百七十九
号の一部を改正する告示

租税特別措置法施行令第二十六条の二十八の五第
八項の規定に基づくエネルギーの使用の合理化に資
する増築等

〇 〇 〇

85 平成２８年３月３１日
国土交通省告示５９２
号

平成二十一年国土交通省告示第三百八十五
号の一部を改正する件

租税特別措置法施行令第二十六条の二十八の六第
一項の規定に基づき国土交通大臣が財務大臣と協
議して認定住宅の構造の区分に応じて定める金額

〇 〇 〇

86 平成２８年３月３１日
国土交通省告示５９３
号

平成十七年国土交通省告示第三百九十三号
の一部を改正する件

国土交通大臣が財務大臣と協議して定める地震に対
する安全性に係る基準

〇 〇 〇

87 平成２８年３月３１日
国土交通省告示５９４
号

平成二十一年国土交通省告示第六百八十五
号の一部を改正する件

租税特別措置法施行規則の規定に基づき国土交通
大臣が財務大臣と協議して定める書類

〇 〇 〇

88 平成２８年３月３１日
国土交通省告示５９５
号

平成二十四年国土交通省告示第三百八十九
号の一部を改正する件

租税特別措置法施行令第四十条の四の二第七項の
規定に基づく国土交通大臣が定める基準

〇 〇 〇

89 平成２８年３月３１日
国土交通省告示５９６
号

平成二十四年国土交通省告示第三百九十号
の一部を改正する件

租税特別措置法施行規則第二十三条の五の二第六
項第一号の規定に基づく国土交通大臣が定める書類

〇 〇 〇

90 平成２８年３月３１日
国土交通省告示５９７
号

平成二十四年国土交通省告示第三百九十一
号の一部を改正する件

租税特別措置法施行規則の規定に基づき国土交通
大臣が財務大臣と協議して定める書類

〇 〇 〇

91 平成２８年３月３１日
国土交通省告示５９８
号

平成二十四年国土交通省告示第三百九十二
号の一部を改正する件

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行令第二十九条の二第七項
の規定に基づく国土交通大臣が定める基準

〇 〇 〇

92 平成２８年３月３１日
国土交通省告示５９９
号

平成二十四年国土交通省告示第三百九十三
号の一部を改正する件

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行規則第十四条の二第七項
第一号の規定に基づき国土交通大臣が財務大臣と
協議して定める書類

〇 〇 〇

93 平成２８年３月３１日
国土交通省告示６００
号

平成二十四年国土交通省告示第三百九十四
号の一部を改正する件

東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律施行規則第十四条の二第六項
第一号イからチまでの規定に基づく国土交通大臣が
財務大臣と協議して定める書類

〇 〇 〇

94 平成２８年３月３１日
国土交通省告示６０１
号

特定離島路線の指定に関する告示の一部を改
正する件

特定離島路線の指定に関する告示 〇 〇 〇

95 平成２８年３月３１日
国土交通省告示６０２
号

平成二十一年国土交通省告示第三百七十四
号の一部を改正する件

租税特別措置法施行令第八条第一項第一号及び第
二号並びに第二十九条の六第一項第一号及び第二
号の規定の適用を受ける区域又は地区

〇 〇 〇

6 / 6 ページ


